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令和6年度
償却資産（固定資産税）申告の手引き

伊 勢 崎 市
　市税につきましては、平素から格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、固定資産税は土地や家屋のほか事業用に所有している償却資産についても課税されます。
　地方税法第３８３条の規定により、伊勢崎市内に償却資産を所有されている方（事業用として他
人に貸し付けているものを含む。）は、毎年１月１日現在の所有状況を申告していただくことにな
っております。
　この手引きにより申告書を作成のうえ、必ず期限内に提出してくださるようお願い申し上げます。
　同封物は、申告書、申告書（控）、種類別明細書、種類別明細書（控）、新規取得記入用の種類
別明細書となります。申告の方法と提出前の確認は２ページを、記載方法の詳細については４、５
ページの作成方法を参照してください。
　申告により決定した価格（評価額）を登録した課税台帳は、毎年４月～５月に行われる閲覧期間
中に、資産税課窓口で閲覧することができます。閲覧した台帳は無料でお持ち帰りいただけます。
詳しくは、令和６年３月以降の「広報いせさき」または「伊勢崎市ホームページhttps://www.
city.isesaki.lg.jp」でご確認ください。

■固定資産税の賦課期日と事業年度の関係
　　固定資産税（償却資産）の賦課期日は１月１日です。企業の事業年度の期日が賦課期日と異な
　る場合で、事業年度以降賦課期日までに資産の増加・減少があるときは、それらの資産について
　も申告してください。

■申告書の提出期限
　　令和６年１月19日（金）まで

■提出先及び問い合わせ先
　伊勢崎市役所資産税課家屋係
　本館２階　25番窓口
　TEL　0270-27-2721（直通）

〒372-8501
群馬県伊勢崎市今泉町二丁目410番地
伊勢崎市役所　資産税課　償却資産担当　行
（本館２階　25番窓口）

申告書を郵送で提出する場合は「宛名ラベル」として
切り取って封筒に貼付し、ご利用ください。

・法定の提出期限は１月31日（土曜日又は休日に当たる時は休日等の翌日）ですが、事務処理の都
合上、１月19日までの提出にご協力をお願いいたします。

《　　キ　　リ　　ト　　リ　　線　　》
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私は、上記の者を代理人と定め、償却資産の申告に関する権限を委任します。
令和　　　年　　　月　　　日

明治・大正・昭和・平成　　　年　　　月　　　日
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１年決算法人で決算日９月30日の場合
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申告してください（事業年度）R4.10.1

Ｒ5.9.30
決算日
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　　　　固定資産税の課税対象となる償却資産とは、土地、家屋以外で事業の用に供することができる有形
　　　減価償却資産です。会社や個人で工場や商店を経営している方などが、その事業のために用いている
　　　有形の資産（６ページ参照）を償却資産といい、固定資産税として課税されます。

償却資産とは １　固定資産税（償却資産）の課税対象となり申告しなければならない資産

　　  (1)　税務会計上減価償却の対象となる資産。
　　 (2)　耐用年数１年以上で、取得価額が10万円以上の資産。ただし、10万円未満であっても税務会計
　　　　上固定資産として計上しているものは対象となります。
　　 (3)　「中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例」の適用を受け、損金経理され
　　　　た資産は対象となります。
　　  (4)　減価償却を行っていない資産でも、本来減価償却を行うことができる資産。
　　 (5)　法定の減価償却が終わり、帳簿上は残存価額のみが計上されている資産でも事業の用に供してい
　　　　るもの。
　　  (6)　遊休、未稼動の資産でも、１月１日現在事業の用に供することができる資産。
　　  (7)　資産の所有者が、他の者に貸し付けてその貸し付け先で事業の用に供されている資産。
　　　　ただし、その所有者が資産の貸し付けを業としている場合は、貸し付けられた資産が貸し付け先で
　　　　事業の用に供しているか否にかかわらず申告が必要です。
　　  (8)　リース期間満了後無償譲渡される資産は原則として借主が申告してください。
　　 (9)　割賦購入資産で割賦代金が完済されていないため売主に所有権が留保されている資産は原則とし
　　　　て買主が申告してください。
　　 (10)　家屋の所有者がその家屋に施した建物附属設備には家屋で評価するものと償却資産で申告するも
　　　　のがあります。償却資産に該当するものは申告してください。（９ページ参照）
　　　　　　　賃借人が施した事業用造作設備及び建物附属設備は、賃借人が償却資産として申告してください。
　　　　　家屋の所有者がその家屋に施した建物附属設備のうち次に掲げるもの。
　　　　○　特定の生産又は業務の用に供しているもの・・・工場などの動力源である電気設備、冷凍倉庫
　　　　　における冷凍設備等
　　　　○　独立した機械及び装置としての性格の強いもの・・・太陽光発電・変電設備、中央監視制御装
　　　　　置、蓄電池設備、電話交換機、ネオンサイン、スポットライト等
　　　　○　建物と構造物が一体となっていないもの・・・屋外給水塔、独立煙突等
　　　　○　顧客サービス設備としての性格の強いもの・・・ホテル・病院等における厨房設備、洗濯設
　　　　　備等

(11)
(12)

２　固定資産税（償却資産）の課税対象とならず申告する必要のない資産

　　  (1)　商品、貯蔵品等の棚卸資産。
　　  (2)　家屋、建物附属設備のうち家屋として評価されているもの。
　　  (3)　自動車税、軽自動車税の課税対象となるもの。
　　　　　自動車（大型特殊自動車を除く）、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型
　　　　自動車は二重課税を避けるため固定資産税の課税対象から除かれます。
　　  (4)　無形固定資産（特許権、電話加入権、ソフトウェア等）
　　　　　耐用年数１年未満又は取得価額10万円未満の資産で一時に損金算入しているもの、若しくは取
　　　　得価額20万円未満の資産で３年間で一括償却しているもの。
　　　　ただし、貸付け（主要な事業として行われるものを除く）の用に供した資産を除く。
　　　　　現実には使用されなくなり、解体も撤去もされない状態にあるもので将来においても使用されな
　　　　い用途廃止資産。

(5)

(6)

■申告に関してのお願いと注意事項
　１　前年度申告と変更がない場合でも、必要事項を記入し提出してください。
　２　申告書には個人番号または法人番号を記載してください。
　３　窓口提出で受付の控えが必要な場合には、申告書（控）またはコピーを必ず持参してください。
　４　申告書を郵送提出される方で、申告書（控）等の返送をご希望の場合には、必ず申告書
　　　（控）またはコピーと、切手を貼った返信用封筒を同封してください。
　５　個人番号（法人番号を除く）の記載された申告書（控）等の返送をご希望の方は、簡易書留での返送と
　　　なります。簡易書留分の切手を貼り、封筒表面に『簡易書留』と赤字で記載してください。なお、簡易書
　　　留と記載のないものや、料金不足のものは、着払いでの返送となります。

【申告の方法】

昨年度に引き続いて
申 告 さ れ る 方

初めて申告される方

自社電算機による全資産を
申 告 さ れ る 方

eLTAXによる申告手続き

５ページ種類別明細書の作成方法をもとに令和５年
１月２日から令和６年１月１日までの増加資産と減
少資産を申告してください。
申告書の18備考欄「資産の増減なし」に○をつけ提
出してください。

申告書の18備考欄に閉鎖・廃業・解散・転出等に○
をつけ、その年月日を記入し提出してください。

令和６年１月１日現在に所有されている資産の全部
を種類別明細書に記入し申告してください。
申告書の18備考欄「該当資産なし」に○をつけ提出
してください。
令和６年１月１日現在に所有されている資産の全部
を申告してください。

伊勢崎市では、eLTAX（エルタックス　地方税ポータルシステム）
をご利用いただけます。詳しいご利用方法等につきましては、
eLTAXホームページをご覧ください。
eLTAXホームページアドレス　https://www.eltax.lta.go.jp/

資産に増減の
あ る 場 合

申告書と
種類別明細書

申告書と
種類別明細書

申告書と
種類別明細書

申告書のみ

申告書のみ

申告書のみ

資産のある場合

資産のない場合

資産に増減の
な い 場 合
閉鎖・廃業・
解散・転出等
さ れ た 場 合

提  出  書  類

3

提出前に下記事項の確認をお願いします。
チェック 確認事項

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

申告書に（日中繋がる）連絡先の記載があるか
申告書に資産の所在地が記載されているか
申告書の取得価格（イロハニの各欄）に金額が入っているか
申告書の『18　備考』の該当する項目に○があるか
種類別明細書の『資産の種類』の記載があるか
種類別明細書の『資産の名称等』の記載があるか
種類別明細書の『数量』の記載があるか
種類別明細書の『取得年月』の記載があるか
種類別明細書の『取得価格』の記載があるか
種類別明細書の『耐用年数』の記載があるか
添付書類に不備がないか
法人番号または個人番号の記載があるか
返信用の封筒は同封したか（控えの返信を希望する方のみ）
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添付書類に不備がないか
法人番号または個人番号の記載があるか
返信用の封筒は同封したか（控えの返信を希望する方のみ）
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受
付
印

令
和
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

所 　 　有 　 　者 資
産
の
種
類

取
　
　
　
　
　
　
　
得
　
　
　
　
　
　
　
価
　
　
　
　
　
　
　
額

評
　
　
価
　
　
額
（
ホ
）

＊

前
年
前
に
取
得
し
た
も
の
（
イ
）

前
年
中
に
減
少
し
た
も
の
（
ロ
）

前
年
中
に
取
得
し
た
も
の
（
ハ
）
計
 （（
イ
）－
（
ロ
）＋
（
ハ
）)　
（
ニ
）

1 2 3 4 5 6 7

1 
住
　
　
所

3 
個
人
番
号
又

　
は
法
人
番
号

4 
事
業
種
目

（
資本

金等
の額
）

5 
事業

開始
年月

8 
短
縮
耐
用
年
数
の
承
認

12  
特別

償却
又は
圧縮

記帳
13
税務
会計
上の
償却
方法

15

10  
非
課
税
該
当
資
産

11 
課
税
標
準
の
特
例

14 
青

色
申

告

9 
増
加
償
却
の
届
出

7 
税理
士等
の氏
名

こ
の
申
告
に
応
答
す

る
者
の
係
及
び
氏
名

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
屋
号　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

様
（
ふ
り
が
な
）

2 
氏
　
　
名

（
ふ
り
が
な
）

又
は
納
税
通

知
書
送
達
先

（
）

法
人
にあ
って
は

そ
の
名
称
及
び

代
表
者
の
氏
名

（
）

6

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

定
率
法

定
額
法

・

＊
所

有
者

コ
ー

ド
第 二 十 六 号 様 式

百
万
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

決
　
定
　
価
　
格
（
へ
）

＊

十
億

百
万

千
円

課
税
標
準
額
（
ト
）

＊

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

（
　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

年
　
　
　
　
　
月

構
築
物

船
舶

合
計

航
空
機

機
械
及
び

装
置

車
両
及
び

運
搬
具

工
具、
器
具

及
び
備
品

資
産
の
種
類

1 2 3 4 5 6 7

構
築
物

船
舶

合
計

航
空
機

機
械
及
び

装
置

車
両
及
び

運
搬
具

工
具、
器
具

及
び
備
品

市（
区
）町
村

内
に
お
け
る

事
業
所
等
資

産
の
所
在
地

16 借
用
資
産

 （
有
・
無
） 
  
  
 

17 18
 備
考（
添
付
書
類
等
）

事
業
所
用
家
屋
の
所
有
区
分

① ② ③ 貸
主
の
名
称
等

自
己
所
有
　
・
　
借
家

令
和

＊ 
印
欄
は
記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
自
社
電
算
処
理
に
よ
る
申
告
を
す
る
場
合
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

4 5

３

４

3

種
別
合
計
　
　
1

ブ
ロ
ッ
ク
塀

種
別
合
計
　
　
1

種
別
合
計
　
　
2

研
削
盤

1 2

応
接
セ
ッ
ト

6

パ
ソ
コ
ン

6

50
0
00
0

35
0
00
0

30
0
00
0

15
00
00

00
0

10
00
0

15 10 8 4

1 1 1 6

H
31
1

H
26
4

H
24
7

R
1
8

第 二 十 六 号 様 式 別 表 一
十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

＊ 
印
欄
は
記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
自
社

　
電
算
処
理
に
よ
る
申
告
を
す
る
場
合
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意
「
増
加
事
由
」
の
欄
は
、
1新
品
取
得
、
2中
古
品
取
得
、
3移
動
に
よ
る
受
入
れ
、
4そ
の
他
の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

小
　
　
計

令
和
　
　
年
度

所
　
　
有
　
　
者
　
　
コ
　
　
ー
　
　
ド

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
行 番 号

数 　 量

耐 用 年 数

増 加 事 由

減 価 残 存 率
年 号
年
月

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0.

資 産 の 種 類
資
産
コ
ー
ド

取
得
年
月

資
産
の
名
称
等

取
得
価
額

所
　
有
　
者
　
名

枚
の
う
ち

枚
　
目

課
税
標
準
額

摘
要

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

価
　
　
額

課
税
標
準

の
特
例

率
コー
ド

（
イ
）

（
ロ
）

（
ハ
）

0
1
2
3
4
5
6
7

イ
セ
サ
キ
㈱

6

（ 提 出 用 ） 第 二 十 六 号 様 式 別 表 一
十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

令
和
　
　
年
度

所
　
　
有
　
　
者
　
　
コ
　
　
ー
　
　
ド

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
行 番 号

数 　 量

耐 用 年 数

増 加 事 由

減 価 残 存 率
年 号
年
月

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0.

資 産 の 種 類
資
産
コ
ー
ド

取
得
年
月

資
産
の
名
称
等

取
得
価
額

所
　
有
　
者
　
名

枚
の
う
ち

枚
　
目

課
税
標
準
額

摘
要

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

価
　
　
額

課
税
標
準

の
特
例

率
コー
ド

（
イ
）

（
ロ
）

（
ハ
）

0
1
2
3
4
5
6
7

イ
セ
サ
キ
㈱

6

太
陽
光
発
電
設
備

事
務
机
・
椅
子

2 6

00
0

15
00
0
17

1
R
5
10

80
0
00
0
15

8
R
5
8

法
　
附

45

（ 提 出 用 ）

個
人
番
号
の
場
合
は
右
づ
め

で
記
載
し
て
下
さ
い
。

所
有
者
が
法
人
の
場
合
に
は
、

本
社（
店
）の
所
在
地
を
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。納
税
通
知
書

の
送
達
先
が
別
に
あ
る
場
合

は
括
弧
書
き
で
付
記
し
て

く
だ
さ
い
。

①

③

③
④

⑧

土
地
　
家
屋

⑩

⑩

6
令
和

⑪
⑪

②
② ⑤

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨

⑥ ⑦

⑨
①

記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

た
だ
し
、
自
社
電
算
処
理
に
よ
る

申
告
を
さ
れ
る
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い

（
）

（す
でに
申
告し
てあ
るも
の）

（
今
回
増
加
さ
せ
る
も
の
）

記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

８～
14

④
の
有
無

①

修
正
が
あ
る
場
合
に
は
朱
書

き
で
線
を
引
き
、
訂
正
し
て

く
だ
さ
い
。

②

減
少
し
た
資
産
は
朱
書
き
で

線
を
引
い
て
く
だ
さ
い
。

①

①

②

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
取
得
品
取
得

③

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨ ⑩

④ ⑤

6
工
具
、
器
具
及
び
備
品

※
修
正
・
減
少
し
た
資
産
は
既
に
印
字
の
あ
る
用
紙
へ
記
入
し
て
く
だ
さ
い

※
増
加
し
た
資
産
は
新
規
取
得
記
入
用
の
印
字
の
な
い
用
紙
へ
記
入
し
て
く
だ
さ
い

６

伊
勢
崎
市
今
泉
町
二
丁
目
41
0番
地

イ
セ
サ
キ
　
株
式
会
社

取
締
役
社
長

伊
勢
崎
太
郎

い
せ
さ
き
し
い
ま
い
ず
み
ち
ょ
う

い
　
せ　
さ
き
  た
  ろ
う

0
2
7
0
-2
4
-5
1
1
1

50
0
00
0

00
0

00
0

00
0

65
0

10
50
0
00
0

00
0

00
0

25

00
0

15
0

00
0

50
0
00
0

50
0

00
0

80
0
00
0

80
0

15

00
0

00
0

15

11
00
0

95
0
00
0

45
0

26

1. 3. 5. 6. 7. 8. 9.

資
産
の
増
減
あ
り

該
当
資
産
な
し

閉
鎖
・
廃
業
・
解
散
・
転
出
等
（
　
　
年
　
　
月
　
　
日
）

住
所
変
更
（
旧
住
所
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

名
称
変
更
（
旧
名
称
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

非
課
税
該
当
資
産
あ
り
（
適
用
条
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

特
例
該
当
資
産
あ
り
（
適
用
条
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

2. 4.
資
産
の
増
減
な
し

修
正
あ
り
（
耐
用
年
数
等
）

‒ 
該
当
す
る
番
号
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
 ‒



受
付
印

令
和
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日

所 　 　有 　 　者 資
産
の
種
類

取
　
　
　
　
　
　
　
得
　
　
　
　
　
　
　
価
　
　
　
　
　
　
　
額

評
　
　
価
　
　
額
（
ホ
）

＊

前
年
前
に
取
得
し
た
も
の
（
イ
）

前
年
中
に
減
少
し
た
も
の
（
ロ
）

前
年
中
に
取
得
し
た
も
の
（
ハ
）
計
 （（
イ
）－
（
ロ
）＋
（
ハ
）)　
（
ニ
）

1 2 3 4 5 6 7

1 
住
　
　
所

3 
個
人
番
号
又

　
は
法
人
番
号

4 
事
業
種
目

（
資本

金等
の額
）

5 
事業

開始
年月

8 
短
縮
耐
用
年
数
の
承
認

12  
特別

償却
又は
圧縮

記帳
13
税務
会計
上の
償却
方法

15

10  
非
課
税
該
当
資
産

11 
課
税
標
準
の
特
例

14 
青

色
申

告

9 
増
加
償
却
の
届
出

7 
税理
士等
の氏
名

こ
の
申
告
に
応
答
す

る
者
の
係
及
び
氏
名

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
屋
号　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

様
（
ふ
り
が
な
）

2 
氏
　
　
名

（
ふ
り
が
な
）

又
は
納
税
通

知
書
送
達
先

（
）

法
人
にあ
って
は

そ
の
名
称
及
び

代
表
者
の
氏
名

（
）

6

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

有
・
無

定
率
法

定
額
法

・

＊
所

有
者

コ
ー

ド
第 二 十 六 号 様 式

百
万
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

決
　
定
　
価
　
格
（
へ
）

＊

十
億

百
万

千
円

課
税
標
準
額
（
ト
）

＊

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

（
　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

（
電
話　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

年
　
　
　
　
　
月

構
築
物

船
舶

合
計

航
空
機

機
械
及
び

装
置

車
両
及
び

運
搬
具

工
具、
器
具

及
び
備
品

資
産
の
種
類

1 2 3 4 5 6 7

構
築
物

船
舶

合
計

航
空
機

機
械
及
び

装
置

車
両
及
び

運
搬
具

工
具、
器
具

及
び
備
品

市（
区
）町
村

内
に
お
け
る

事
業
所
等
資

産
の
所
在
地

16 借
用
資
産

 （
有
・
無
） 
  
  
 

17 18
 備
考（
添
付
書
類
等
）

事
業
所
用
家
屋
の
所
有
区
分

① ② ③ 貸
主
の
名
称
等

自
己
所
有
　
・
　
借
家

令
和

＊ 
印
欄
は
記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
自
社
電
算
処
理
に
よ
る
申
告
を
す
る
場
合
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

4 5

３

４

3

種
別
合
計
　
　
1

ブ
ロ
ッ
ク
塀

種
別
合
計
　
　
1

種
別
合
計
　
　
2

研
削
盤

1 2

応
接
セ
ッ
ト

6

パ
ソ
コ
ン

6

50
0
00
0

35
0
00
0

30
0
00
0

15
00
00

00
0

10
00
0

15 10 8 4

1 1 1 6

H
31
1

H
26
4

H
24
7

R
1
8

第 二 十 六 号 様 式 別 表 一
十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

＊ 
印
欄
は
記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
自
社

　
電
算
処
理
に
よ
る
申
告
を
す
る
場
合
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

注
意
「
増
加
事
由
」
の
欄
は
、
1新
品
取
得
、
2中
古
品
取
得
、
3移
動
に
よ
る
受
入
れ
、
4そ
の
他
の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

小
　
　
計

令
和
　
　
年
度

所
　
　
有
　
　
者
　
　
コ
　
　
ー
　
　
ド

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
行 番 号

数 　 量

耐 用 年 数

増 加 事 由

減 価 残 存 率
年 号
年
月

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0.

資 産 の 種 類
資
産
コ
ー
ド

取
得
年
月

資
産
の
名
称
等

取
得
価
額

所
　
有
　
者
　
名

枚
の
う
ち

枚
　
目

課
税
標
準
額

摘
要

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

価
　
　
額

課
税
標
準

の
特
例

率
コー
ド

（
イ
）

（
ロ
）

（
ハ
）

0
1
2
3
4
5
6
7

イ
セ
サ
キ
㈱

6

（ 提 出 用 ） 第 二 十 六 号 様 式 別 表 一
十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

令
和
　
　
年
度

所
　
　
有
　
　
者
　
　
コ
　
　
ー
　
　
ド

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
行 番 号

数 　 量

耐 用 年 数

増 加 事 由

減 価 残 存 率
年 号
年
月

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18

0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0. 0.

資 産 の 種 類
資
産
コ
ー
ド

取
得
年
月

資
産
の
名
称
等

取
得
価
額

所
　
有
　
者
　
名

枚
の
う
ち

枚
　
目

課
税
標
準
額

摘
要

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

1・
2

3・
4

価
　
　
額

課
税
標
準

の
特
例

率
コー
ド

（
イ
）

（
ロ
）

（
ハ
）

0
1
2
3
4
5
6
7

イ
セ
サ
キ
㈱

6

太
陽
光
発
電
設
備

事
務
机
・
椅
子

2 6

00
0

15
00
0
17

1
R
5
10

80
0
00
0
15

8
R
5
8

法
　
附

45

（ 提 出 用 ）

個
人
番
号
の
場
合
は
右
づ
め

で
記
載
し
て
下
さ
い
。

所
有
者
が
法
人
の
場
合
に
は
、

本
社（
店
）の
所
在
地
を
記
入

し
て
く
だ
さ
い
。納
税
通
知
書

の
送
達
先
が
別
に
あ
る
場
合

は
括
弧
書
き
で
付
記
し
て

く
だ
さ
い
。

①

③

③
④

⑧

土
地
　
家
屋

⑩

⑩

6
令
和

⑪
⑪

②
② ⑤

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨

⑥ ⑦

⑨
①

記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

た
だ
し
、
自
社
電
算
処
理
に
よ
る

申
告
を
さ
れ
る
方
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い

（
）

（す
でに
申
告し
てあ
るも
の）

（
今
回
増
加
さ
せ
る
も
の
）

記
入
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

８～
14

④
の
有
無

①

修
正
が
あ
る
場
合
に
は
朱
書

き
で
線
を
引
き
、
訂
正
し
て

く
だ
さ
い
。

②

減
少
し
た
資
産
は
朱
書
き
で

線
を
引
い
て
く
だ
さ
い
。

①

①

②

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
取
得
品
取
得

③

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨ ⑩

④ ⑤

6
工
具
、
器
具
及
び
備
品

※
修
正
・
減
少
し
た
資
産
は
既
に
印
字
の
あ
る
用
紙
へ
記
入
し
て
く
だ
さ
い

※
増
加
し
た
資
産
は
新
規
取
得
記
入
用
の
印
字
の
な
い
用
紙
へ
記
入
し
て
く
だ
さ
い

６

伊
勢
崎
市
今
泉
町
二
丁
目
41
0番
地

イ
セ
サ
キ
　
株
式
会
社

取
締
役
社
長

伊
勢
崎
太
郎

い
せ
さ
き
し
い
ま
い
ず
み
ち
ょ
う

い
　
せ　
さ
き
  た
  ろ
う

0
2
7
0
-2
4
-5
1
1
1

50
0
00
0

00
0

00
0

00
0

65
0

10
50
0
00
0

00
0

00
0

25

00
0

15
0

00
0

50
0
00
0

50
0

00
0

80
0
00
0

80
0

15

00
0

00
0

15

11
00
0

95
0
00
0

45
0

26

1. 3. 5. 6. 7. 8. 9.

資
産
の
増
減
あ
り

該
当
資
産
な
し

閉
鎖
・
廃
業
・
解
散
・
転
出
等
（
　
　
年
　
　
月
　
　
日
）

住
所
変
更
（
旧
住
所
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

名
称
変
更
（
旧
名
称
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

非
課
税
該
当
資
産
あ
り
（
適
用
条
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

特
例
該
当
資
産
あ
り
（
適
用
条
項
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

2. 4.
資
産
の
増
減
な
し

修
正
あ
り
（
耐
用
年
数
等
）

‒ 
該
当
す
る
番
号
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
 ‒
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５　償却資産の種類

（注）
　○「大型特殊自動車」については、建設等のための機械としての効用を発揮することを主たる目的とし、
たまたま車両等をもって陸上を移動することができるに過ぎないものであるので、道路損傷負担金的
な性格を持つ自動車税の課税客体に含めることは適当でなく、固定資産税の課税客体である「償却資
産」とされています。

　　①自動車登録規則により登録されているものは標札プレートの分類（※）が0、00～09、000～099
（建設機械）、9、90～99、900～999（建設機械以外）のものが大型特殊自動車として申告の対象と
なります。また、一般道路に出ないため登録をしていない大型特殊自動車についても同様に申告
してください。
　（　※　例　）

　　②大型特殊自動車のうち、ブルドーザー、ロード・ローラ、アスファルト・フィニッシャ等のように
人又は物の運搬を目的とせず、作業場において作業することを目的とするものは、種類２の「機械
及び装置」として申告してください。

　　　　フォークリフト、ターレット式構内運搬自動車など運搬を目的とするものについては、種類５の
「車両及び運搬具」で申告してください。

　　太陽光発電設備を設置した方で以下の課税対象に該当する場合は償却資産の申告が必要です。

６　業種別の主な償却資産
償却資産を「業種」別に例示しますと、次のとおりです。（　）内の数字は、各資産の主な耐用年数です。資 産 の 種 類 例

工具、器具及び備品

構築物・
建物附属設備

機械及び装置

船舶
航空機

車両及び運搬具

測定工具、検査工具、冶具及び取り付け工具、事務用機器（パソコ
ン、プリンター等）、家具（事務机・応接セット等）、ガス機器、電気
機器、テレビなどの映像音響機器、陳列ケース、自動販売機、娯楽
機器（ゲーム機、パチスロ台等）、金庫、室内装飾品、レジスター、
遊戯器具、観賞用の生物等

路面舗装、広告看板、庭園、門、塀、緑化施設、照明設備、外構工
事、受変電設備

業 種 主 な 償 却 資 産 の 内 容

共 通 タイムレコーダー（５）、事務机（15）、事務椅子（15）、応接セット（８）、
ロッカー（15）、キャビネット（15）、金庫（20）、レジスター（５）、コピー機（５）、
ルームエアコン（６）、パソコン（４）、サーバー（５）、LAN配線（10）、看板（10）、
受変電設備（15）、舗装路面（10又は15）、その他

飲 食 業 食卓（５）、椅子（５）、厨房用品（５）、カラオケ（５）、冷蔵庫（６）、その他

農 業 果樹棚（14）、ビニールハウス（14）、農機具（トラクター（７）等）、その他

理 ・ 美 容 業 理・美容椅子（５）、消毒殺菌器（５）、タオル蒸器（５）、パーマ機器（５）、
サインポール（３）、湯沸かし器（６）、その他

太陽光発電設備、各種製造・加工修理等に使用する機械及び装置、
機械式駐車設備等、土木建設用機械（パワーショベル・アスファル
トフィニッシャー等）

ボート、貨客船、釣り船、ジェットスキー
飛行機、ヘリコプター等

・大型特殊自動車（下記注意書を参照してください）
最高速度35km/h以上の農耕作業用車、①長さ4.7m、②幅1.7m、
③高さ2.8m、④最高速度15km/hの条件をひとつでもこえるフォ
ークリフト等の車両
※自動車税、軽自動車税の対象となるものは除く

6

1

2

3
4

5

群馬　　0
あ 12－34

群馬　　99
い 56－78

分類番号

建設機械の場合 建設機械以外の場合

全量売電

法 人
個 人
個 人

課税対象
課税対象
課税対象

課税対象
課税対象
課税対象

課税対象
10kw以上 10kw以下

課税対象
課税対象外

（事業用）
（住宅用）

余剰売電

太陽光について

クリーニング業 洗濯機（13）、脱水機（13）、ドライ機（13）、プレス（13）、給排水設備（15）、
その他

小 売 業
食肉鮮魚販売業

冷凍機（９）、肉切断機（９）、挽肉機（９）、電子秤（５）、冷蔵ストッカー（４）、
冷凍機付・冷蔵機付の陳列ケース（６）、その他の陳列ケース（８）、冷蔵庫（６）、
自動販売機（５）、その他

加 工 ・ 修 理 業 旋盤（10）、ボール盤（10）、フライス盤（10）、木材又は木製品製造業用設備（８）、
金属加工機械製造設備（９）、測定工具（５）、検査工具（５）、工業用水道（15）、
その他

医 （ 歯 ） 業 レントゲン機器（６）、調剤機器（６）、ファイバースコープ（６）、消毒殺菌
用機器（４）、手術機器（５）、歯科診療ユニット（７）、その他

不 動 産 貸 付 業 立体駐車場のターンテーブル及び機器部分（10）、金属造の塀（10）、コンクリ
ート造の塀（15）、緑化施設（植木等）（20）、太陽光発電設備（17）、その他

0607

１

2

3

4

5

6
7

8

9

10

【共同住宅】

１ 緑化施設〔20年〕

2 自転車置場〔10年〕

3 舗装路面・駐車場など
アスファルト舗装〔10年〕
コンクリート舗装〔15年〕

4 太陽光発電設備〔17年〕

5 ゴミ置場〔10年〕

6 ルームエアコン〔6年〕

7 基礎のない簡易物置〔10年〕

8 コンクリート塀〔15年〕

9 屋外照明〔15年〕

10 金属製フェンス〔10年〕

※〔　〕は主な耐用年数

屋外給排水設備〔15年〕
下水道・浄化槽〔15年〕
受変電設備〔15年〕
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５　償却資産の種類

（注）
　○「大型特殊自動車」については、建設等のための機械としての効用を発揮することを主たる目的とし、
たまたま車両等をもって陸上を移動することができるに過ぎないものであるので、道路損傷負担金的
な性格を持つ自動車税の課税客体に含めることは適当でなく、固定資産税の課税客体である「償却資
産」とされています。

　　①自動車登録規則により登録されているものは標札プレートの分類（※）が0、00～09、000～099
（建設機械）、9、90～99、900～999（建設機械以外）のものが大型特殊自動車として申告の対象と
なります。また、一般道路に出ないため登録をしていない大型特殊自動車についても同様に申告
してください。

　（　※　例　）

　　②大型特殊自動車のうち、ブルドーザー、ロード・ローラ、アスファルト・フィニッシャ等のように
人又は物の運搬を目的とせず、作業場において作業することを目的とするものは、種類２の「機械
及び装置」として申告してください。

　　　　フォークリフト、ターレット式構内運搬自動車など運搬を目的とするものについては、種類５の
「車両及び運搬具」で申告してください。

　　太陽光発電設備を設置した方で以下の課税対象に該当する場合は償却資産の申告が必要です。

６　業種別の主な償却資産
償却資産を「業種」別に例示しますと、次のとおりです。（　）内の数字は、各資産の主な耐用年数です。資 産 の 種 類 例

工具、器具及び備品

構築物・
建物附属設備

機械及び装置

船舶
航空機

車両及び運搬具

測定工具、検査工具、冶具及び取り付け工具、事務用機器（パソコ
ン、プリンター等）、家具（事務机・応接セット等）、ガス機器、電気
機器、テレビなどの映像音響機器、陳列ケース、自動販売機、娯楽
機器（ゲーム機、パチスロ台等）、金庫、室内装飾品、レジスター、
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機械式駐車設備等、土木建設用機械（パワーショベル・アスファル
トフィニッシャー等）

ボート、貨客船、釣り船、ジェットスキー
飛行機、ヘリコプター等

・大型特殊自動車（下記注意書を参照してください）
最高速度35km/h以上の農耕作業用車、①長さ4.7m、②幅1.7m、
③高さ2.8m、④最高速度15km/hの条件をひとつでもこえるフォ
ークリフト等の車両
※自動車税、軽自動車税の対象となるものは除く
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1

2

3
4

5

群馬　　0
あ 12－34

群馬　　99
い 56－78

分類番号

建設機械の場合 建設機械以外の場合

全量売電

法 人
個 人
個 人

課税対象
課税対象
課税対象

課税対象
課税対象
課税対象

課税対象
10kw以上 10kw以下

課税対象
課税対象外

（事業用）
（住宅用）

余剰売電

太陽光について

クリーニング業 洗濯機（13）、脱水機（13）、ドライ機（13）、プレス（13）、給排水設備（15）、
その他

小 売 業
食肉鮮魚販売業

冷凍機（９）、肉切断機（９）、挽肉機（９）、電子秤（５）、冷蔵ストッカー（４）、
冷凍機付・冷蔵機付の陳列ケース（６）、その他の陳列ケース（８）、冷蔵庫（６）、
自動販売機（５）、その他

加 工 ・ 修 理 業 旋盤（10）、ボール盤（10）、フライス盤（10）、木材又は木製品製造業用設備（８）、
金属加工機械製造設備（９）、測定工具（５）、検査工具（５）、工業用水道（15）、
その他

医 （ 歯 ） 業 レントゲン機器（６）、調剤機器（６）、ファイバースコープ（６）、消毒殺菌
用機器（４）、手術機器（５）、歯科診療ユニット（７）、その他

不 動 産 貸 付 業 立体駐車場のターンテーブル及び機器部分（10）、金属造の塀（10）、コンクリ
ート造の塀（15）、緑化施設（植木等）（20）、太陽光発電設備（17）、その他

0607

１

2

3

4

5

6
7

8

9

10

【共同住宅】

１ 緑化施設〔20年〕

2 自転車置場〔10年〕

3 舗装路面・駐車場など
アスファルト舗装〔10年〕
コンクリート舗装〔15年〕

4 太陽光発電設備〔17年〕

5 ゴミ置場〔10年〕

6 ルームエアコン〔6年〕

7 基礎のない簡易物置〔10年〕

8 コンクリート塀〔15年〕

9 屋外照明〔15年〕

10 金属製フェンス〔10年〕

※〔　〕は主な耐用年数

屋外給排水設備〔15年〕
下水道・浄化槽〔15年〕
受変電設備〔15年〕



ガス事業用資産 ガス事業法に定める一般ガス導管事業者が新設したガスの
製造および供給の用に供する償却資産

認定先端設備等導入計画
に基づき取得した生産性
向上に資する資産

新設３年間
平成３０年６月６日
から
令和５年３月３１日
までに取得したもの

０（わがまち特例）

新設３年間
令和５年４月１日
から
令和７年３月３１日
までに取得したもの

1／2

新設５年間
令和５年４月１日
から
令和７年３月３１日
までに取得したもの 1／３

中小企業等経営強化法に規定する認定先端設備等導入計
画（以下「認定先端設備等導入計画」）に基づき取得し
た一定の機械装置、器具備品、建物附属設備および構築
物

計画の申請
書および認
定 書 の 写
し・工業会
等による仕
様書証明書
の写し

認定先端設備等導入計画に基づき取得した一定の機械装
置、器具備品および建物附属設備

雇用者給与等支給額の増額にかかる一定の事項が記載さ
れた認定先端設備等導入計画に基づき取得した一定の機
械装置、器具備品および建物附属設備 （令和６年４月１日か

ら令和７年３月３１日
までに取得した機械装
置等は４年間）
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７　非課税・課税標準の特例について
⑴　非課税となる償却資産
　地方税法第348条及び同法附則第14条に規定する一定の要件を備えた償却資産は、固定資産税が非課
税になります。適用を受けるには別途申告が必要になりますので、お問い合わせください。
⑵　課税標準の特例が適用される償却資産
　地方税法第349条の３及び同法附則第15条の規定により、次に掲げるような資産については、課税標
準の特例の適用が受けられます。
　該当する資産がある場合は、種類別明細書（増加資産・全資産用）の摘要欄にその旨を記入し、主務
官庁の許可証の写しや該当資産のカタログを添付してください。

（一部抜粋）

※　税制改正により変更となる場合があります。
※　取得年によって特例率が変わる場合があります。
　　なお、この表は一部を抜粋したものです。その他にも特例がありますので、地方税法をご確認のう
　　え詳しいことは資産税課までお問い合わせください。

８　家屋と償却資産の区分表
　下表は、主な設備等の例示です。（構造、用途、使用状況等により異なる場合があります。）

設備等の種類 設備等の分類 設備等の内容
家屋と設備等の所有関係
同じ場合 異なる場合
家屋 償却資産 家屋 償却資産

建 築 工 事 内装・造作等 床・壁・天井仕上、店舗造作等工事一式 ○ ◎

電 気 設 備

受変電設備 設備一式 ◎ ◎
予備電源設備 発電機設備、蓄電池設備、無停電電源設備等 ◎ ◎
中央監視設備 設備一式 ◎ ◎

電灯コンセント設備、
照明器具設備

屋外設備一式 ◎ ◎
屋内設備一式 ○ ◎

電力引込工事 引込工事 ◎ ◎

動力配線設備
特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

電話設備
電話機、交換機等の機器 ◎ ◎
配管・配線、端子盤等 ○ ◎

LAN設備 設備一式 ◎ ◎

放送・拡声設備
マイク、スピーカー、アンプ等の機器 ◎ ◎
配管・配線等 ○ ◎

監視カメラ（ITV）
設備

受像機（テレビ）、カメラ、録画装置等の機器 ◎ ◎
配管・配線等 ○ ◎

避雷設備 設備一式 ○ ◎
火災報知設備 設備一式 ○ ◎

給排水衛生設備

給排水設備
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
配管、高架水槽、受水槽、ポンプ等 ○ ◎

給湯設備
局所式給湯設備（電気温水器・湯沸器用） ◎ ◎
局所式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用等）、
中央給湯設備 ○ ◎

ガス設備
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
屋内の配管等 ○ ◎

衛生設備 設備一式（洗面器、大小便器等） ○ ◎

消火設備
消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボンベ等 ◎ ◎
消火栓設備、スプリンクラー設備等 ○ ◎

空 調 設 備
空調設備

ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

換気設備
特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

その他の設備等

運搬設備
工場用ベルトコンベア、垂直搬送機 ◎ ◎
エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機（ダム
ウェーター）等 ○ ◎

厨房設備
顧客の求めに応じるサービス設備（飲食店・ホテル・百貨店
等）、寮・病院・社員食堂等の厨房設備 ◎ ◎

上記以外の設備 ○ ◎
冷凍・冷蔵倉庫における冷却装置、ろ過装置、POSシステム、
広告塔、ネオンサイン、文字看板、袖看板、簡易間仕切（衝
立）、機械式駐車設備（ターンテーブルを含む）、駐輪設備、
ゴミ処理設備、メールボックス、カーテン、ブラインド等

◎ ◎

外 構 工 事 外構工事 アスファルト補装・門・塀・緑化施設等 ◎ ◎



ガス事業用資産 ガス事業法に定める一般ガス導管事業者が新設したガスの
製造および供給の用に供する償却資産
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1／2
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７　非課税・課税標準の特例について
⑴　非課税となる償却資産
　地方税法第348条及び同法附則第14条に規定する一定の要件を備えた償却資産は、固定資産税が非課
税になります。適用を受けるには別途申告が必要になりますので、お問い合わせください。
⑵　課税標準の特例が適用される償却資産
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準の特例の適用が受けられます。
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※　取得年によって特例率が変わる場合があります。
　　なお、この表は一部を抜粋したものです。その他にも特例がありますので、地方税法をご確認のう
　　え詳しいことは資産税課までお問い合わせください。
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建 築 工 事 内装・造作等 床・壁・天井仕上、店舗造作等工事一式 ○ ◎

電 気 設 備

受変電設備 設備一式 ◎ ◎
予備電源設備 発電機設備、蓄電池設備、無停電電源設備等 ◎ ◎
中央監視設備 設備一式 ◎ ◎
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電力引込工事 引込工事 ◎ ◎

動力配線設備
特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

電話設備
電話機、交換機等の機器 ◎ ◎
配管・配線、端子盤等 ○ ◎

LAN設備 設備一式 ◎ ◎

放送・拡声設備
マイク、スピーカー、アンプ等の機器 ◎ ◎
配管・配線等 ○ ◎

監視カメラ（ITV）
設備

受像機（テレビ）、カメラ、録画装置等の機器 ◎ ◎
配管・配線等 ○ ◎

避雷設備 設備一式 ○ ◎
火災報知設備 設備一式 ○ ◎

給排水衛生設備
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屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
配管、高架水槽、受水槽、ポンプ等 ○ ◎

給湯設備
局所式給湯設備（電気温水器・湯沸器用） ◎ ◎
局所式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用等）、
中央給湯設備 ○ ◎

ガス設備
屋外設備、引込工事、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
屋内の配管等 ○ ◎

衛生設備 設備一式（洗面器、大小便器等） ○ ◎

消火設備
消火器、避難器具、ホース及びノズル、ガスボンベ等 ◎ ◎
消火栓設備、スプリンクラー設備等 ○ ◎

空 調 設 備
空調設備

ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

換気設備
特定の生産又は業務用設備 ◎ ◎
上記以外の設備 ○ ◎

その他の設備等

運搬設備
工場用ベルトコンベア、垂直搬送機 ◎ ◎
エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機（ダム
ウェーター）等 ○ ◎

厨房設備
顧客の求めに応じるサービス設備（飲食店・ホテル・百貨店
等）、寮・病院・社員食堂等の厨房設備 ◎ ◎

上記以外の設備 ○ ◎
冷凍・冷蔵倉庫における冷却装置、ろ過装置、POSシステム、
広告塔、ネオンサイン、文字看板、袖看板、簡易間仕切（衝
立）、機械式駐車設備（ターンテーブルを含む）、駐輪設備、
ゴミ処理設備、メールボックス、カーテン、ブラインド等

◎ ◎

外 構 工 事 外構工事 アスファルト補装・門・塀・緑化施設等 ◎ ◎
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○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎
○ ◎
○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎
○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

○ ◎

  ○申告書提出時の本人確認について
　個人番号（法人番号を除く）を記載した申告書を提出する場合は、本人確認（番号確認、身元確認及
び代理権確認）を行います。下表に該当するいずれか（郵送の場合は写し）を添付してください。

１１　実地調査へのご協力のお願い

　地方税法408条に基づいて、償却資産の実地調査を行うことがありますので、ご協力をお願いいたし
ます。また、実地調査等に伴って、償却資産の申告や申告内容の修正をお願いすることがありますが、
その場合の課税は、現年度だけでなく、資産の取得年次に応じて遡及することになりますので、あらか
じめご承知おきください。

窓口・郵送

本　人

代理人（税理士）

代理人（親族等）

・通知カード
・住民票（番号付）

・本人のマイナンバーカード
・本人の通知カード
・本人の住民票（番号付）

・運転免許証
・市役所から送付した
  印刷済申告書

・税理士証票 ・税理代理権限証書

・委任状
・代理人のマイナンバーカード
・代理人の運転免許証

等

等

個人番号の確認 身元の確認 代理権の確認

※電子申告（eLTAX）にて提出する場合は、電子証明書等により確認を行うため、資料の添付は不要です。

個人番号カード（裏） 個人番号カード（表）

１０　国税の取扱いとの比較

項　　　　目 国　税　取　扱　い 固定資産税取扱い

特別償却、割増償却の制度
（ 租 税 特 別 措 置 法 ）

増 加 償 却 の 制 度
（ 所 得 税 、 法 人 税 ）

陳 腐 化 償 却
（ 耐 用 年 数 の 短 縮 ）

償 却 計 算 の 期 間

減 価 償 却 の 方 法

前年中の新規取得資産

圧 縮 記 帳 の 制 度

評 価 額 の 最 低 限 度

改　良　費（資本的支出）

事業年度

月割償却

制度有り

制度有り

制度有り

制度有り

備忘価額（1円）まで

原則区分、一部合算も可

賦課期日（1月1日）

一般の資産は定率法

半年償却（1/2）

制度無し

制度無し

制度有り

制度有り

取得価額の100分の5

区分評価

建物以外の一般の資産は定率法、
定額法の選択制度
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９　償却資産の評価

　　　　固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取得後の経過年数に応ずる価値の減少（減価）
　　　を考慮して評価します。
　　前年中に取得された償却資産　　価格（評価額）＝取得価額×（1－減価率/２）
　　前年前に取得された償却資産　　価格（評価額）＝前年度の価格×（１－減価率）
　　　　　　　　　　　　　　　※ただし評価額の最低限度は取得価額の100分の5になります。
　　取得価額・・・・原則として国税の取扱と同様です。
　　減 価 率・・・・原則として耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年数に応じて減価率が定め
　　　　　　　　　　られています。
　　　税率及び税額
　　　　税率　　100分の1.4
　　　　税額　　課税標準額×税率
　　　免税点
　　　　課税標準となるべき額の合計が150万円未満の場合は、課税されません。

耐用年数 減 価 率 耐用年数 減 価 率 耐用年数 減 価 率 減 価 率耐用年数
２年
３年
４年
５年
６年
７年
８年
９年
10年

11年
12年
13年
14年
15年
16年
17年
18年
19年

20年
21年
22年
23年
24年
25年
26年
27年
28年

29年
30年
35年
40年
45年
50年
55年
60年

0.684
0.536
0.438
0.369
0.319
0.280
0.250
0.226
0.206

0.189
0.175
0.162
0.152
0.142
0.134
0.127
0.120
0.114

0.109
0.104
0.099
0.095
0.092
0.088
0.085
0.082
0.079

0.076
0.074
0.064
0.056
0.050
0.045
0.041
0.038

減価率表
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本　人

代理人（税理士）

代理人（親族等）

・通知カード
・住民票（番号付）

・本人のマイナンバーカード
・本人の通知カード
・本人の住民票（番号付）

・運転免許証
・市役所から送付した
  印刷済申告書

・税理士証票 ・税理代理権限証書

・委任状
・代理人のマイナンバーカード
・代理人の運転免許証

等

等

個人番号の確認 身元の確認 代理権の確認

※電子申告（eLTAX）にて提出する場合は、電子証明書等により確認を行うため、資料の添付は不要です。

個人番号カード（裏） 個人番号カード（表）

１０　国税の取扱いとの比較

項　　　　目 国　税　取　扱　い 固定資産税取扱い

特別償却、割増償却の制度
（ 租 税 特 別 措 置 法 ）

増 加 償 却 の 制 度
（ 所 得 税 、 法 人 税 ）

陳 腐 化 償 却
（ 耐 用 年 数 の 短 縮 ）

償 却 計 算 の 期 間

減 価 償 却 の 方 法

前年中の新規取得資産

圧 縮 記 帳 の 制 度

評 価 額 の 最 低 限 度

改　良　費（資本的支出）

事業年度

月割償却

制度有り

制度有り

制度有り

制度有り

備忘価額（1円）まで

原則区分、一部合算も可

賦課期日（1月1日）

一般の資産は定率法

半年償却（1/2）

制度無し

制度無し

制度有り

制度有り

取得価額の100分の5

区分評価

建物以外の一般の資産は定率法、
定額法の選択制度
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９　償却資産の評価

　　　　固定資産評価基準に基づき、取得価額を基礎として、取得後の経過年数に応ずる価値の減少（減価）
　　　を考慮して評価します。
　　前年中に取得された償却資産　　価格（評価額）＝取得価額×（1－減価率/２）
　　前年前に取得された償却資産　　価格（評価額）＝前年度の価格×（１－減価率）
　　　　　　　　　　　　　　　※ただし評価額の最低限度は取得価額の100分の5になります。
　　取得価額・・・・原則として国税の取扱と同様です。
　　減 価 率・・・・原則として耐用年数表（財務省令）に掲げられている耐用年数に応じて減価率が定め
　　　　　　　　　　られています。
　　　税率及び税額
　　　　税率　　100分の1.4
　　　　税額　　課税標準額×税率
　　　免税点
　　　　課税標準となるべき額の合計が150万円未満の場合は、課税されません。

耐用年数 減 価 率 耐用年数 減 価 率 耐用年数 減 価 率 減 価 率耐用年数
２年
３年
４年
５年
６年
７年
８年
９年
10年

11年
12年
13年
14年
15年
16年
17年
18年
19年

20年
21年
22年
23年
24年
25年
26年
27年
28年

29年
30年
35年
40年
45年
50年
55年
60年

0.684
0.536
0.438
0.369
0.319
0.280
0.250
0.226
0.206

0.189
0.175
0.162
0.152
0.142
0.134
0.127
0.120
0.114

0.109
0.104
0.099
0.095
0.092
0.088
0.085
0.082
0.079

0.076
0.074
0.064
0.056
0.050
0.045
0.041
0.038

減価率表
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1

令和6年度
償却資産（固定資産税）申告の手引き

伊 勢 崎 市
　市税につきましては、平素から格別のご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、固定資産税は土地や家屋のほか事業用に所有している償却資産についても課税されます。
　地方税法第３８３条の規定により、伊勢崎市内に償却資産を所有されている方（事業用として他
人に貸し付けているものを含む。）は、毎年１月１日現在の所有状況を申告していただくことにな
っております。
　この手引きにより申告書を作成のうえ、必ず期限内に提出してくださるようお願い申し上げます。
　同封物は、申告書、申告書（控）、種類別明細書、種類別明細書（控）、新規取得記入用の種類
別明細書となります。申告の方法と提出前の確認は２ページを、記載方法の詳細については４、５
ページの作成方法を参照してください。
　申告により決定した価格（評価額）を登録した課税台帳は、毎年４月～５月に行われる閲覧期間
中に、資産税課窓口で閲覧することができます。閲覧した台帳は無料でお持ち帰りいただけます。
詳しくは、令和６年３月以降の「広報いせさき」または「伊勢崎市ホームページhttps://www.
city.isesaki.lg.jp」でご確認ください。

■固定資産税の賦課期日と事業年度の関係
　　固定資産税（償却資産）の賦課期日は１月１日です。企業の事業年度の期日が賦課期日と異な
　る場合で、事業年度以降賦課期日までに資産の増加・減少があるときは、それらの資産について
　も申告してください。

■申告書の提出期限
　　令和６年１月19日（金）まで

■提出先及び問い合わせ先
　伊勢崎市役所資産税課家屋係
　本館２階　25番窓口
　TEL　0270-27-2721（直通）

〒372-8501
群馬県伊勢崎市今泉町二丁目410番地
伊勢崎市役所　資産税課　償却資産担当　行
（本館２階　25番窓口）

申告書を郵送で提出する場合は「宛名ラベル」として
切り取って封筒に貼付し、ご利用ください。

・法定の提出期限は１月31日（土曜日又は休日に当たる時は休日等の翌日）ですが、事務処理の都
合上、１月19日までの提出にご協力をお願いいたします。

《　　キ　　リ　　ト　　リ　　線　　》

委　　任　　状
（宛先）伊勢崎市長

来　庁　者
（窓口にお越しの方）

委　任　者

住　　所

氏　　名

住　　所

生年月日

氏　　名

☎　　　　（　　　　　）

私は、上記の者を代理人と定め、償却資産の申告に関する権限を委任します。
令和　　　年　　　月　　　日

明治・大正・昭和・平成　　　年　　　月　　　日

10204_KB.060.01_02

R6.1.1
賦課期日

１年決算法人で決算日９月30日の場合

R5.1.2 （Ｒ6年度　申告対象期間）

この期間中の資産の増減も
申告してください（事業年度）R4.10.1

Ｒ5.9.30
決算日


